
注 記  

 

１．重要な会計方針 

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明な

ものは原則として再調達原価としています。 

但し、道路、河川等の敷地で取得価額が不明のものは備忘価額 1 円としております。 

開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしています。  

 

②有価証券等の評価基準及び評価方法 

出資金のうち、市場価格があるものは、会計年度末の市場価格を貸借対照表価額として

います。 

出資金のうち、市場価格がないもの出資金額をもって貸借対照表価額としています。た

だし、市場価格のないもので、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が 30%以上

低下した場合には、相当の減額をしています。 

 

③有形固定資産等の減価償却の方法 

有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、物品）  

   定額法を採用しています。 

   なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

     建物   10 年～50 年 

     工作物  10 年～60 年 

     物品    2 年～20 年 

 

無形固定資産 

   定額法を採用しています。 

  リース資産 

   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。 

 

④引当金の計上基準及び算定方法 

徴収不能引当金 

   過去 5 年間の平均不納欠損率で計上しています。 

賞与等引当金 

   翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給

対象期間の割合を乗じた額を計上しています。 

 



退職手当引当金 

   地方公共団体財政健全化法の退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従ってい

ます。 

  損失補償引当金 

地方公共団体財政健全化法の損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額の算定方

法に従っています。 

  

⑤リース取引の処理方法 

  ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っています（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の

賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています）。 

 

⑥資金収支計算書における資金の範囲 

  現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としています。 

  このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受

払いも含んでいます。 

 

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   法適用公営企業会計（病院事業会計、水道事業会計、下水道事業会計）及び連結対象

団体のうち、株式会社本宮を除いて税込方式によっています。 

 

２．重要な会計方針の変更 

 該当ありません。 

 

 

３．重要な後発事象 

   該当ありません。 

 

 

４．偶発債務 

①保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   豊川市土地開発公社    2,024,384 千円 

    

 



 

５．その他追加情報 

①対象とする会計 

 ・一般会計等   一般会計、土地取得特別会計、 

 ・全体会計    豊川西部土地区画整理事業特別会計、 

          豊川駅東土地区画整理事業特別会計、公共駐車場事業特別会計、 

国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、 

          水道事業会計、下水道事業会計、病院事業会計、 

  ・連結会計    愛知県後期高齢者医療広域連合、東三河広域連合 

豊川市土地開発公社、(公財)豊川市国際交流協会、㈱本宮、 

            

 

②一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

   該当ありません。 

 

③出納整理期間 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3 月 31 日）ですが、出納整理期間中の現金の

受払い等を終了した後の計数を会計年度末の計数としています。 

 

④表示単位 

千円未満の金額は四捨五入をしているため合計金額に差異が生じている場合がありま

す。 

 

⑤地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況  

 実質赤字比率      － 

    連結実質赤字比率    － 

    実質公債費比率   △1.3％←施策の成果より抜粋 

    将来負担比率      － 

 

⑥利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額    

 該当ありません。 

 ↓繰越計算書（繰越+事故+継続費） 

⑦繰越事業に係る将来の支出予定額 

 繰越明許費 

    一般会計             2,557,394 千円 

     



 

⑧売却可能資産に係る資産科目別の金額 

土地等  1,025,572 千円←財産管理課に依頼 

 

⑨減債基金に係る積立不足の有無及び不足額     

     該当ありません。 

     

⑩基金借入金（繰越運用）の内容     

    該当ありません。 

     

⑪地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要

額に含まれることが見込まれる金額     

         59,735,463 千円←健全化総括表④  

 ↓健全化総括表④ 

⑫将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素） 

   イ．一般会計等に係る地方債の現在高              39,048,255 千円 

   ロ．債務負担行為に基づく支出予定額               932,795 千円 

   ハ．一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための一般会計等から

繰入見込額                                      14,185,658 千円 

   ニ．組合等が起こした地方債の償還に係る負担見込額            0 千円 

   ホ．退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額    7,354,150 千円 

   ヘ．設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額  2,024,384 千円 

     ト．連結実質赤字額                                          0 千円 

   チ．組合等の連結実質赤字額に係る一般会計等負担見込額        0 千円 

 

⑬貸借対照表に計上されたリース債務金額 

    782,559 千円←B/S 負債のその他の合計 

 

  ⑭一時借入金の限度額及び利子額 

一時借入金の限度額    2,000 百万円 ←規定が変わらない限り例年同額 

一時借入金に係る利子額       － 

以上 


